
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 富山市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

417,591
1,241.85

172,207,262
168,364,619

2,938,254

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.75]

類似団体内順位

[ 21/37 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.47

1.62

0.80

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値 0.75

富山市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [85.4%]

類似団体内順位

[ 9/37 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

110.0

100.0
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80.0

70.0

60.0

50.0

95.7

59.1

87.4 85.4

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [108,811円]

類似団体内順位

[ 29/37 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

140,000

130,000

120,000

110,000

100,000

90,000

80,000

127,781

87,490

103,754

108,811

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [99.0]

類似団体内順位

[ 8/37 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
106.0

104.0

102.0

100.0

98.0

96.0

104.6

97.0

100.1

99.0

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [8.18人]

類似団体内順位

[ 35/37 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

10.00

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

4.00

8.90

5.49

6.90

8.18

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [12.4%]

類似団体内順位

[ 11/37 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

23.1

5.4

14.3
12.4

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [513,473円]

類似団体内順位

[ 30/37 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

822,566

159,678

400,840

513,473

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

富山市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
「財政力指数」：財政力指数は0.75と類似団体平均を若干下回る。これは、本市の面積が類似団体では2番目に大きいことや、一部過
疎地域が存在することなどにより、基準財政需要額が類似団体平均より大きいことが要因のひとつとして挙げられる。

「経常収支比率」：経常収支比率は85.4％と類似団体平均を若干上回る。本市では健全な財政運営の確保に向け、経常収支比率を18
年度から22年度までの5年間で概ね85％以内に抑えることを目標としている。

「ラスパイレス指数」：給与の適正化に努めたことや職員の平均年齢が低下したことにより、類似団体平均を下回っている。

「実質公債費比率」：これまでの健全な財政運営により類似団体平均を下回っているが、ここ数年主要事業として取り組んでいる北陸新
幹線開業を視野に入れた都市基盤整備や公共交通活性化事業等の大型プロジェクト、小中学校の改築・大規模改造事業の償還が今
後出てくることから、実質公債費比率は上昇することが予想される。本市では実質公債費比率を18年度から22年度までの5年間で概ね
16％以内に抑えることを目標としている。

「人口１人当たり人件費・物件費等決算額」：職員数、公共施設数等が類似団体と比較して多い状況にある。そのため本市では、適正
な職員数となるよう計画的に職員数の削減を行うとともに、指定管理者制度の導入や民間委託の推進など行政の一層のスリム化を図

り、簡素で効率的な運営に努めていく。

「人口１人当たり地方債現在高」：平成12年に開催した国体の関連施設（総合体育館や市民プール等）の整備や、北陸新幹線開業を視野
に入れた都市基盤整備、ＬＲＴを代表とする地域公共交通の活性化等に取り組んできたことから、類似団体平均を上回っている。市債の
発行については、新規発行債の抑制を図りつつ、合併特例債などの地方交付税措置のある有利な市債を活用していく。

「人口１人当たり職員数」：小学校区単位を基本として地区センター（住民関連施設）を設置しているほか、公立保育所の比率が高いこと
や、小中学校の調理員等を原則的に正規職員で対応していることなどから類似団体平均を上回っている。このため、本市では合併後10
年程度で職員総数の10％以上（約500人）の削減を図ることを目途とし、22年度まで5年間で5％以上（約230人）の削減を目標としている。
18年度は84人(1.8％）削減した。

（総括）
・合併によるスケールメリットを十分生かしつつ、市税などの一般財源の確保と聖域なき歳出の抑制を図るとともに、対応すべき行政需要
の範囲、施策の内容及び手法を徹底的に見直し、限られた財源を最大限有効に活用するよう努める。また、適正な職員数となるよう計画
的に職員の削減を行い、行政の一層のスリム化を図る。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 高岡市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

181,362
209.38

60,403,154
60,040,691

222,452

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.77]

類似団体内順位

[ 5/6 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

0.74

1.42

0.92

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.77

高岡市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [86.9%]

類似団体内順位

[ 2/6 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

100.0
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80.0

70.0

60.0

93.0

66.2

85.7
86.9

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [110,812円]

類似団体内順位

[ 6/6 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

115,000

110,000

105,000

100,000

95,000

90,000

110,812

93,681

104,554

110,812

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.9]

類似団体内順位

[ 5/6 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
101.0

100.0

99.0

98.0

97.0

96.0

99.7

96.9

98.4

98.9

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [8.10人]

類似団体内順位

[ 6/6 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

8.10

5.54

6.88

8.10

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.7%]

類似団体内順位

[ 3/6 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

20.0
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14.0 13.7

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [462,812円]

類似団体内順位

[ 6/6 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)
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100,000

462,812

163,847

309,787

462,812

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

高岡市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】　市税収入では、本格的な税収増には至っておらず、0.77と類似団体平均を下回っている。今後とも、

歳出の徹底的な見直しを実施するとともに、市税の収納率向上対策（平成21年度までに93％以上）に取り組み、財政

の健全化を図る。
【経常収支比率】　人件費については、職員数及び給与の適正化の効果で若干減少したものの、公債費等経常経費が
上昇した結果、86.9％と類似団体平均を上回っている。今後とも合併による行政の効率化を図りながら、事務事業の見

直し（平成21年度まで毎年度、事務事業数の5％相当を見直す）を更に進め、経常経費の削減に努める。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】　集中改革プランに掲げたとおり、事務事業の徹底的な見直しをはじめ、職

員数及び給与の適正化、民間活力の積極的な活用（直営施設157施設の10％程度に指定管理者制度又は民間活力

を活用した管理手法を導入）などを計画的に推進し、コストの低減を図っていく。
【ラスパイレス指数】　人事院勧告に基づき、給料表の適正な運用に努めてきたほか、従来から実施していた管理職手
当の減額について、平成19年度から、減額率を5％から10％に拡大し、対象も課長級以上から管理職全員に拡大する
など、給与の抑制に取り組む。今後とも、集中改革プランに基づき、国や他自治体との均衡を図りながら給与の適正化
に努める。

【人口1人当たり地方債現在高】　類似団体平均を上回っている要因として、過去の大型事業に係る起債や臨時財政対策債
の発行などが挙げられる。今後、合併特例債を活用した事業、現駅・新幹線新駅に関係する整備事業など大型事業が予定
されており、各年度の市債の発行額を、元金償還以内に抑えることを原則とし、できる限り市債残高の抑制に努める。

【実質公債費比率】　今後、大型事業の実施により、平成18年度13.7％のものが平成23年度では1.5ポイントの上昇となる
と推計する。今後とも、投資的事業を中心に優先度、緊急度、事業効果について十分に点検のうえ、事業の選択と効果的な
財源配分を行うなど、適正な市債管理に努め、上昇抑制を図る。

【人口1,000人当たり職員数】　集中改革プランに基づき、平成17年度初の職員数を起点として、平成22年度初までに職員

数の約8％（180人）の削減を目標として職員数の適正化に努めているところであり、その進捗状況は、平成19年度初では

55.0％となっている。職員数については、合併もあったことから、類似団体と比較して、充分な削減効果が得られていないた
め、今後とも事務事業の見直し、民間活力の積極的な活用、組織の合理化等の推進を図り、職員数の適正化に努めてい
く。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 魚津市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

46,120
200.63

17,582,307
16,711,302

780,197

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.67]

類似団体内順位

[ 11/132 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0.21

0.97

0.45

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値
0.67

魚津市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [87.6%]

類似団体内順位

[ 14/132 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

130.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

119.9

80.2

93.7

87.6

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [117,397円]

類似団体内順位

[ 39/132 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.1]

類似団体内順位

[ 72/132 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均
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110.0

100.0
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68.0
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [8.35人]

類似団体内順位

[ 31/132 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

16.96

5.05

9.60
8.35

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.7%]

類似団体内順位

[ 74/132 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)
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17.4 17.7

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [367,998円]

類似団体内順位

[ 16/132 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)
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1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,626,953

224,196

564,060
367,998

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

魚津市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数：
　　大企業の新工場稼動等により固定資産税が増収となったことなどにより、０．６７と類似団体平均を大きく上回った。こ
　の影響は、短期的なものである可能性があるため、引き続き退職者補充の抑制による人件費の削減等、「魚津市行政
　改革集中改革プラン」等に沿った、行政の効率化に努める。
経常収支比率：
　　市税及び所得譲与税の増収や退職者補充の抑制による人件費の削減等、経常収支比率は昨年に比べて１．３ポイン
　ト改善されたものの、大型事業に係る起債の償還や繰出金の増加などにより、類似団体平均は下回っているが富山県
　市町村の平均を上回っている。このため、引き続き職員数の削減や市税収入の確保に努める。
人口１人当たり人件費・物件費等決算額：
　　平成１８年度は、前年度のような豪雪による影響がなかったため、類団の平均を下回わり富山県市町村の平均とほぼ
　同額となった。
ラスパイレス指数：
　　平成１４年度の９９．５をピークに指数は低下しているものの、類似団体平均を０．５上回る９６．１となっている。５６歳
　昇給延伸、人事考課等を通じ、引き続き縮減に努める。

人口１人当たり地方債現在高：
　　平成９年度をピークに年々減少してきており、類似団体の平均、全国及び富山県内市町村の平均をいずれも下回ってい
　る。主な要因としては、平成７年度から平成１０年度にかけて実施したテクノスポーツドーム建設事業（起債５６億９千万
　円）等である。今後も引き続き、財政健全化に努める。
実質公債費比率：
　　下水道事業債の償還が続くことから、今後も高い数値で推移すると思われる。しかしながら、行政評価制度を実施し、緊
　急度・住民ニーズを的確に把握した事業の選択により、起債に大きく頼ることのない財政運営に努める。
人口1,000人当たり職員数：
　　第２次行政改革大綱（平成１１年度～平成１５年度）の期間中において、３１人（６．２％）の削減を行ってきたことや「魚津
　市行政改革集中改革プラン」に基づき、平成１７年４月１日から平成２２年４月１日までの間に職員数を５％削減し、平成２
　２年４月１日時点で合計４２８人以下を目標に職員削減に努めているところである。こうした結果、類似団体平均より１．２５
　人少ない８．３５人となっている。今後も引き続き、住民サービスを低下させることなく、業務の民間委託や効率化等により
　職員数の削減に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 氷見市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

55,416
230.32

22,280,359
21,576,228

546,006

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.41]

類似団体内順位

[ 113/127 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.28

1.33

0.63

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.41

氷見市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [87.3%]

類似団体内順位

[ 18/127 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

106.3

75.6

92.1

87.3

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [114,832円]

類似団体内順位

[ 69/127 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

187,089

70,655

115,686 114,832

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.2]

類似団体内順位

[ 83/127 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

102.1

86.5

97.3
98.2

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [8.50人]

類似団体内順位

[ 72/127 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

15.99

4.38

8.20 8.50

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [19.6%]

類似団体内順位

[ 103/127 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

25.0

5.5

16.1

19.6

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [585,673円]

類似団体内順位

[ 104/127 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

1,003,525

164,141

435,157

585,673

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

氷見市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
≪財政力指数≫
　少子・高齢化に伴う保健福祉関連経費の増嵩、公共施設の維持補修費の増加、病院事業など特別会計の経営状況の
悪化による繰出金の増加など、多くの要因が重なり合って財政基盤が弱くなっている。
　引き続き、企業誘致・起業支援による雇用の増加、臨海市有地の活用による地域の活性化など、市税等収入の増加に
つながる施策を積極的に展開し、財政基盤の強化を図ることにしている。
≪人口１人当たり地方債現在高≫
　景気対策として積極的に公共事業を行うために市債を発行してきており、地方債現在高が大きくなっているが、辺地対策
事業債など交付税措置が有利な市債を活用しているため、残高に対する交付税措置額は比較的高い。
　集中改革プラン中の新規借入の抑制により、平成２１年度末で人口１人当たり普通会計地方債現在高は５２．９万円程
度に改善される見通しである。
≪実質公債費比率≫
　平成２１年度にかけて普通会計及び下水道特別会計の市債の償還がピークを迎えるため、ここしばらくは上昇が予想さ
れるが、後年度の元利償還金額を減らすために投資を抑制しているところであり、公営企業の経営健全化による繰出金
の抑制とともに、22年度以降からの好転を目指している。

≪人口１，０００人当たり職員数≫
 平成１８年１２月に策定した「氷見市集中改革プラン」を平成１９年度から実施することにより、平成２２年４月１日における市
全体の職員数については、平成１７年４月１日現在の職員数（８８９人）に対して、９．３％（８３人）以上の純減を図ることとし
ている。
≪ラスパイレス指数≫
　当市の平成１９年度ラスパイレス指数は９８．２で、類似団体平均を０．９上回り、全国市平均に対しても０．３上回ってい
る。依然として給与水準が高いことから、更なる給与の適正化に努める。
≪人口１人当たり人件費・物件費等決算額≫
　全国市町村平均及び類似団体内平均を下回るが、今後も定員管理の適正化によって人件費の抑制を図って行くほか、物
件費等については事務的経費を中心に徹底して無駄をなくすよう見直していく。
≪経常収支比率≫
　予算要求時に設定する経常的経費の要求枠を抑えることなどによって、事務的経費を中心に積極的な削減を行っていると
ころであり、今後もこの流れを進めていく。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 滑川市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

34,107
54.61

13,193,899
12,184,146

793,555

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.65]

類似団体内順位

[ 8/87 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.25

1.36

0.46

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値
0.65

滑川市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [87.8%]

類似団体内順位

[ 19/87 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

102.8

55.7

91.0
87.8

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [102,261円]

類似団体内順位

[ 4/87 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

223,248

93,441

136,292

102,261

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.5]

類似団体内順位

[ 21/87 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.1

87.2

95.3
93.5

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [6.39人]

類似団体内順位

[ 1/87 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

17.02

6.39

9.86

6.39

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [22.1%]

類似団体内順位

[ 76/87 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.7

6.4

17.7

22.1

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [368,216円]

類似団体内順位

[ 13/87 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,391,890

183,714

583,148
368,216

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

滑川市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】： 本市の財政力指数は、平成１３年度決算以来連続して向上しており、今年度においても全国平均・県平均よりも高い
０．６５となっている。これまでも、歳入面では市税等の収納率の向上に努力しているところであり歳出面の補助金等の整理合理化、事
務事業の整理見直しなどを合わせ、徹底的な行財政改革を推し進め、今後とも財政基盤の向上に努める。
【経常収支比率】：経常収支比率については、全国平均を２．５％下回っており、さらに一部事務組合に対する補助費や公債費の増とな
る中でも前年度数値88.4％に比べ０．６％低下している。これらは、特別会計への繰出金の抑制、委託料や消耗品等の物件費といった
分野へも徹底的な整理見直しを行なったことによるものであり、今後とも「集中改革プラン」による新規採用の抑制による人件費の減や
公債費の逓減等を合わせ、経常経費の削減に努める。
【ラスパイレス指数】：ラスパイレス指数については、９３．５と全国平均、類似団体平均よりも下回っている。各種手当については、必要
最低限のものとなっており、　　他の自治体と比較しても特殊なものの支給はないところである。今後は時間外勤務手当の１０％以上
（平成１６年度実績）の削減を目指し、給与の適正化に努める。

【実質公債費比率】：実質公債費比率については、２２．１％と平均よりもかなり高い数値となっている。平成８年、９年にかけての地域総合
整備事業債の償還がピークを迎え、さらに下水道事業への基準外繰出金や、一部事務組合への負担金によるものと考えられる。単年度
では、平成１８年度決算における比率が最も高くなっているため、平成１９年度から３年間で、従前に借入した利率７％以上の公的資金に
ついて特別会計も合わせ、繰上償還や借換えを行なうことにより、比率の低下に努めることとしている。また平成２０年度以降において
は、総合計画に基づき想定し得る起債事業等を加味しても元利償還金は総じて減少に転じると考えており、実質公債費比率については、
低下するものと考えられるが、地方債の発行にあたっては、財政状況を勘案しながら抑制していく。
【人口１人当たり地方債現在高】：地方債残高については、年々減少を続けているところである。全国平均、県平均を大きく下回る数値と
なっているところであるが、今後とも大きく地方債に偏ることのない財政運営に努める。
【人口１，０００人当たり職員数】：類似団体の中でも最も少ない６．３９人となっており、全国平均、県内平均、類似団体平均を大きく下回っ
ているが、「集中改革プラン」に則り、今後とも定員管理の適正化に努め、少数精鋭体制の確立とともに、平成２２年度までには、現在の
５％超（１３人）の削減に努める。
【人口１人当たり人件費、物件費】：全国平均、県平均、類似団体平均を大きく下回っている。類似団体でも４番目の低さとなっており、今
後とも人件費、物件費の抑制に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 黒部市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

43,058
426.34

19,842,812
18,694,382
1,060,374

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.73]

類似団体内順位

[ 5/87 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.25

1.36

0.46

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値 0.73

黒部市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [84.8%]

類似団体内順位

[ 11/87 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

102.8

55.7

91.0

84.8

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [134,994円]

類似団体内順位

[ 41/87 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

223,248

93,441

136,292 134,994

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.3]

類似団体内順位

[ 26/87 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.1

87.2

95.3 94.3

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [10.03人]

類似団体内順位

[ 41/87 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

17.02

6.39

9.86 10.03

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [22.2%]

類似団体内順位

[ 77/87 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.7

6.4

17.7

22.2

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [544,387円]

類似団体内順位

[ 44/87 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,391,890

183,714

583,148 544,387

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

黒部市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
＜財政力指数＞
　大企業の立地等により類似団体を上回る税収があること等により、類似団体と比して高い状況が続いているが（⑯０．７１、
⑰０．７０、⑱０．７３）、当該企業の特殊事情によりその納税額がH19～21年度において大幅に減少することから、行政評価
システムを活用した事務事業の見直し等により歳出の削減を図るとともに、固定資産税現況課税の適正化や税の徴収強化
等により歳入確保に努める。
＜経常収支比率＞
　比較的多い市税収入などにより類似団体を下回る８４．８となっているが、今後は福祉関係費や施設管理費の増加による
比率の悪化が懸念される。「集中改革プラン」に掲げた職員数の減（5年間で５．７％以上）による人件費の削減、高利債の繰
上償還及び借換え等による公債費の削減など、行財政改革への取組を通じて義務的経費の削減に努め、現在の水準を維
持する。
＜実質公債費比率＞
　普通建設事業や公営企業（病院・上下水道）に係る起債償還等により類似団体平均をかなり上回っている。今後は、新規
起債の抑制（年15億円以内を目標）、高利債の繰上償還、受益者負担の見直しに努め、27年度までに１７％台まで低下させ
る。

＜人口1人あたり地方債現在高＞
　類似団体平均をやや下回っている。公債費残高については、平成２４年度をピークとして減少に転じるものと見込まれるが、
今後も新発債の抑制と既発債の繰上償還等により、財政の健全化に努める。
<ラスパイレス指数＞
　以前からの給与抑制等により類似団体を下回っており、今後も、人事評価・業績評価の給与反映により、一層の給与適正化
に努める。
＜人口1,000人当たり職員数＞
　合併時は１０．３３人であったが、新市の職員適正化計画に基づく職員の配置見直しや民間活力の導入等により、１０．０３人
となった。今後も、適正化計画で示す５．７％以上の純減をめざした取組を進め、最終的には市民１００人あたり一人の職員体
制をめざす。
＜人口１人当たり人件費・物件費等決算額＞
　昨年までは、直営保育所を多く有することなどから類似団体平均値を上回っていたが、保育所民営化などにより、１８年度か
ら類似団体平均を下回った。引き続き、保育所の民営化等を進めるとともに、その他の施設についても指定管理者制度の導
入により委託先の対象を民間企業にも広げており、今後は競争に伴うコスト削減効果が見込まれる。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 砺波市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

49,453
126.96

22,735,725
21,640,925
1,009,152

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.59]

類似団体内順位

[ 16/132 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0.21

0.97

0.45

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.59 砺波市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [89.3%]

類似団体内順位

[ 25/132 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

130.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

119.9

80.2

93.7
89.3

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [117,726円]

類似団体内順位

[ 41/132 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

261,568

86,094

130,591
117,726

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.2]

類似団体内順位

[ 74/132 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

101.8

68.0

95.6 96.2

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.06人]

類似団体内順位

[ 46/132 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

16.96

5.05

9.60 9.06

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [21.3%]

類似団体内順位

[ 117/132 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

38.1

6.9

17.4

21.3

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [536,381円]

類似団体内順位

[ 65/132 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,626,953

224,196

564,060 536,381

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

砺波市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数　　：上昇傾向にあり類似団体の平均を大きく上回っている。これは近年の区画整理事業の推進
　　　　　　　　や民間住宅の増加により堅調に人口が増加しているためと思われる。現在の市税収入は堅
　　　　　　　　調であるが、平成２１年度の評価替えによる固定資産税の減少など減少要因もあることか
　　　　　　　　ら、これまで以上に制度・施策の見直しによる歳出の抑制を図り、併せて住民サービスに
　　　　　　　　必要な経費についてバランスのとれた応益負担を求めるなど歳入確保に努める。

経常収支比率　：類似団体を下回っているものの昨年より０．１％上昇した。今後は定員適正化計画の更な
　　　　　　　　る前倒しや、施設の廃止も含めた抜本的な経費の削減、補助金の廃止や補助率等の見直し
　　　　　　　　などを実施し、経常経費の抑制に努める。

人口１人当たり：合併特例債を活用した教育施設等のインフラ整備事業や区画整理事業等を積極的に進めて
地方債現在高　　きたため類似団体とほぼ同水準であるものの県内や全国市町村の平均を上回っている。今
　　　　　　　　後は学校の耐震化事業など着実に進めなければならない事業など施策の重要度・緊急度等
　　　　　　　　を見極めながら砺波市総合計画に基づき適正な市債管理を実施し市債残高の減少に努める

実質公債比率　　：類似団体や全国市町村の平均を大きく上回っている。これは起債償還のピークを平成１９
　　　　　　　　　年度に迎えるなど公債費が増加したことや、病院事業や下水道事業への操出額が増加した
　　　　　　　　　ことが挙げられる。今後は公債費負担適正化計画や財政健全化計画に基づき、適正な市債
　　　　　　　　　管理を実施し市債残高の減少に努める。

人口１人当たり　：類似団体を下回っているものの県内や全国平均を若干上回っている。今後は定員適正化計
人件費・物件費　　画の更なる前倒しや財政健全化計画で目標とした平成２３年度まで物件費の３％程度削減
　　　　　　　　　（平成１８年度対比）を実現させるよう経常経費の抑制に努める。

ラスパイレス指数：類似団体と比較して若干高くなっているが、全国の市・町村平均よりは小さい。今後も国
　　　　　　　　　の基準及び他の地方公共団体の状況等に留意し、一層の適正化に努める。

人口千人当たり　：類似団体を下回っているものの県内や全国市町村の平均を上回っている。今後も定員適正
職員数　　　　　　化計画の前倒しにより職員数の適正化に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 小矢部市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

33,459
134.11

13,129,545
12,754,752

346,989

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.59]

類似団体内順位

[ 13/87 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.25

1.36

0.46

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.59

小矢部市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [91.4%]

類似団体内順位

[ 42/87 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

102.8

55.7

91.0 91.4

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [144,367円]

類似団体内順位

[ 46/87 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

223,248

93,441

136,292
144,367

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.8]

類似団体内順位

[ 37/87 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.1

87.2

95.3 94.8

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.29人]

類似団体内順位

[ 33/87 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

17.02

6.39

9.86 9.29

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [21.4%]

類似団体内順位

[ 73/87 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.7

6.4

17.7

21.4

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [372,841円]

類似団体内順位

[ 14/87 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,391,890

183,714

583,148

372,841

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

小矢部市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
「財政力指数」：類似団体平均の指数と比べ高い水準にある。分子となる基準財政収入額に多少の伸びが見られるも
のの、人口減少や交付税措置のある地方債の元利償還金の減少などにより、分母となる基準財政需要額が大幅に減
少していることが影響している。

「経常収支比率」：人件費や公債費の縮減により義務的性格の経常経費総額は着実に減っているが、これら経費に充
てられる市税や地方交付税など経常一般財源も減っているため、17年度比率と同じ 91.4％ となっている。今後は、市の
集中改革プランである「行財政改革大綱」（以下「行革大綱」という。）に基づき、より一層の職員数削減に取り組むことで
人件費など経常経費を縮減し、弾力性のある財政構造となるよう努める。

「実質公債費比率」：類似団体平均と比較すると比率が高くなっている。主な要因は、下水道事業に対する繰出金（地方
債の償還財源としての繰出金）や一部事務組合等に対する施設整備補助（公債費に準ずるもの）が大きいことが挙げら
れる。財政健全化法により、20年度決算以降、この比率が25％以上になると早期健全化団体となる。今後は、地方債の
発行を抑制するとともに、下水道整備事業の縮減を図り、この比率が低くなるよう努める。

「ラスパイレス指数」：類似団体平均とほぼ同水準であるが、全国市平均と比較すると低い水準にある。

「人口1,000人当たり職員数」：18年度の職員数は、全国市町村平均・富山県市町村平均の職員数と比較すると多くなっ
ているが、定員管理計画に基づき退職者の補充を抑えるなど、行革大綱に定める「平成26年度までに人口比1％の職員
体制（300人）」を目指し、引き続き職員数の削減に取り組む。

「人口1人当たり地方債現在高」：地方債の借入総額の抑制に努めてきた結果、類似団体平均を下回っており、さらに県
内市の中で最も低い地方債現在高となっている。引き続き行革大綱に定める「新規借入額が当該年度償還額の範囲内と
なるように努める」とともに、現在の水準の維持に努める。

「人口1人当たりの人件費・物件費等決算額」：18年度の決算額は、類似団体平均の決算額と比較すると高くなっている
が、引き続き職員数の削減に取り組み、また施設の維持管理については指定管理者制度を導入することなどにより、人件
費と物件費の抑制に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 南砺市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

57,965
668.86

39,139,383
37,414,182
1,556,138

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.41]

類似団体内順位

[ 37/48 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.27

1.68

0.69

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.41

南砺市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [92.0%]

類似団体内順位

[ 31/48 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

99.2

69.5

86.9

92.0

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [160,473円]

類似団体内順位

[ 42/48 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

230,070

87,686

120,766

160,473

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [90.0]

類似団体内順位

[ 1/48 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

102.0

90.0

96.3

90.0

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [12.54人]

類似団体内順位

[ 42/48 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

19.02

5.80

8.40

12.54

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [20.5%]

類似団体内順位

[ 42/48 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

23.4

9.4

16.3

20.5

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [822,937円]

類似団体内順位

[ 45/48 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

856,174

172,415

422,456

822,937

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

南砺市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】
　景気の好転や税源委譲などの影響から基準財政収入額が増額したことにより、当該指数が改善している。今後、税収の徴
収体制を強化すると共に、企業誘致や人口増対策などにも引き続き取り組みながら、財政基盤の強化に努める。
【経常収支比率】
　類似団体に比して大きな職員数や公共施設数などにより、当比率が高くなっている。今後も引き続き、コストを意識した予
算執行や職員数適正化、類似公共施設統廃合、高利率地方債繰上償還などを行い、総合計画で定めた90.0%以下の早期
達成に努める。
【実質公債費比率】
　合併前及び合併関連事業の地方債の償還が嵩み、当比率が高くなっている。今後も引き続き、投資的事業費の縮減や交
付税措置率の高い地方債の活用、地方公営企業債の償還への繰出金圧縮などにより、公債費負担適正化計画で定めた年
度（平成26年度）より早い時期での18.0%以下達成に努める。
【人口１人当たり地方債現在高】
　充当率の高い地方債を優先的に使っているため、類似団体に比して数値が高い。合併後は、積極的な繰上償還と新規

発行の抑制を行っていることから、地方債残高総額は前年度から13億円減少し、指数も改善している。今後も、引き続いて残
高の圧縮に努める。
【ラスパイレス指数】
　合併以前からの給与水準や体系を引き継いでおり、当指数は類似団体内で最低となっている。今後も引き続いて、給与水準
の適正化に努める。
【人口1,000人当たり職員数】
　職員数の適正化を計画的に進めている効果から、昨年度と比して職員数は4%減と大幅に改善している。今後も引き続き、組
織体制の見直しや退職者の3分の1補充、早期勧奨退職の実施により、合併後10年で200人減員を目指す。（病院事業を除
く。）
【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
　人件費や公共施設の維持管理費に要する経費が嵩み、当該決算額が大きくなっている。しかし、合併に要した施設修繕が一
段落したこと、当初予算枠を縮減したことにより、当該指数は改善している。今後も引き続き、職員数適正化や類似施設統廃
合、指定管理者制度の積極的な導入を行い、コストの低減を進める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 射水市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

95,003
109.18

36,478,965
35,516,561

520,563

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.69]

類似団体内順位

[ 34/43 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

0.55

1.52

0.85

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.69

射水市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [86.4%]

類似団体内順位

[ 14/43 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

99.8

66.8

87.6 86.4

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [124,985円]

類似団体内順位

[ 40/43 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

137,158

84,021

105,660

124,985

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.9]

類似団体内順位

[ 11/43 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

101.8

86.2

96.9
94.9

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.20人]

類似団体内順位

[ 41/43 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

12.00

10.00

8.00

6.00

4.00

2.00

9.76

4.75

7.20

9.20

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.1%]

類似団体内順位

[ 30/43 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

30.0

20.0

10.0

0.0

24.5

3.7

13.8
16.1

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [487,453円]

類似団体内順位

[ 40/43 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

730,430

141,951

311,257

487,453

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

射水市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

財政力指数：財政力指数が上昇したのは、主に平成18年度から計算方法が変更になったためで、依然として類似団体平均
を大きく下回っている。税収増加等歳入確保の取組みにより、財政基盤の強化に努める。

経常収支比率：事務事業の見直し等により、経常経費の縮減に努めているが、86.4％と前年度同水準となった。類似団体平
均は下回っているものの、依然として高い水準にあり、引き続き、民間活力の導入等による維持管理経費の縮減に努める。

人口1人当たり人件費・物件費等決算額：類似団体に比べ高くなっているのは、主に人件費を要因としており、職員数が高
い水準にあることや、合併関連の普通建設事業の実施により事業費支弁給が高くなっているためである。

ラスパイレス指数：国の新人事制度による職務給の原則に基づき、年功による給与処遇の見直し、職務職責に応じた構造
への転換、枠外昇給制度の廃止等の措置を講じており、指数は94.9と全国平均及び類似団体平均を下回っている。今後と
も国や他市町村の状況を見ながら、各種手当等の見直しを行い、一層の給与の適正化に努める。

人口1,000人当たり職員数：平成18年3月に定員適正化計画を作成、実行し始めたばかりであること、合併前市町村ごとに地
区行政センターを設置していること、市内に私立保育園が少なく市立保育園の割合が高いこと等により類似団体平均を上回っ
ている。今後、定員適正化計画に基づき、退職者補充を1/3程度に抑制し、平成22年4月までに職員を8.8％削減する。

実質公債費比率：合併前市町村で実施した大型事業の償還等により、今後数年間は上昇傾向が見込まれるが、適量適切な
事業実施や償還額の平準化に配慮した財政運営に努める。財政見通しにおいては、平成22年度をピークに減少に転ずるもの
と見込んでいる。

人口1人当たり地方債現在高：合併前市町村で実施した大型事業等により、類団平均を上回っているが、今後も合併特例事
業債の発行による増加が見込まれる。通常債に比べ、有利な起債であるが、今後の事業実施については、緊急性や必要性を
十分に考慮した借入れに努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 舟橋村
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

2,894
3.47

1,363,134
1,230,803

132,331

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.42]

類似団体内順位

[ 9/61 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

0.08

2.78

0.36

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.42

舟橋村の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [78.4%]

類似団体内順位

[ 8/61 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

140.0

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

123.2

43.1

85.5
78.4

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [174,148円]

類似団体内順位

[ 2/61 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,699,296

173,277

361,939
174,148

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [89.3]

類似団体内順位

[ 27/61 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

99.5

74.2

90.2 89.3

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.68人]

類似団体内順位

[ 1/61 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

100.00

80.00

60.00

40.00

20.00

0.00

74.07

9.68

23.07

9.68

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [21.2%]

類似団体内順位

[ 44/61 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

42.2

0.4

14.6

21.2

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [486,143円]

類似団体内順位

[ 6/61 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

5,000,000

4,000,000

3,000,000

2,000,000

1,000,000

0

4,325,462

55,451

1,301,790

486,143

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

舟橋村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】：近年の人口増により、５年連続して類似団体平均を上回る税収があるため、０．４２になって
いるが、人口の増加は、今後大きな伸びは予想されないため、税の徴収強化等による歳入確保に努める。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】：１７４，１４８円と類似団体の中で２番目に少ないが、今後も事務
事業の見直しを図り、経費節減に努める。
【ラスパイレス指数】：８９．３％と類似団体平均を下回っているが、定員の適正化による人件費の削減と各種
手当の見直しを図り、より一層の給与の適正化に努める。
【人口１人当たり地方債現在高】：現在は、類似団体平均を下回っているが、今後は、小学校の大規模改修が
予定されているので、新規の増加が見込まれる。このことから、他事業における地方債の発行の抑制等によ
り類似団体を上回ることがないよう努める。
　
　

　【実質公債費比率】：類似団体平均を上回っている。主な要因は、一部事務組合への繰出金及び普通建設
事業費に係る起債の償還等に伴うものである。今後は、繰上償還等を行い、財政の健全化に努める。
　【人口１，０００人当り職員数】：過去からの新規採用抑制策により、類似団体の中では、最も少ない職員数
である。今後もより適正な定員管理に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 上市町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

23,113
236.77

9,277,649
9,098,045

168,142

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.45]

類似団体内順位

[ 128/153 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.25

1.90

0.69

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.45

上市町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [85.6%]

類似団体内順位

[ 40/153 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

105.0

70.2

88.1
85.6

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [128,209円]

類似団体内順位

[ 130/153 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

240,942

68,905

104,138

128,209

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.1]

類似団体内順位

[ 59/153 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

103.0

80.8

95.6 95.1

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [10.12人]

類似団体内順位

[ 136/153 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

19.51

4.09

7.08

10.12

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [19.9%]

類似団体内順位

[ 139/153 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.5

0.4

13.3

19.9

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [426,606円]

類似団体内順位

[ 114/153 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,435,040

117,659

333,038
426,606

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

上市町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
「財政力指数」：個人の収入が増加しないので個人町民税が伸びていない。企業の業績が良いので法人町民税が増となっ
ている関係で若干の改善が見られるが、類似団体平均を大きく下回っている。県都富山市中心部へのアクセス道路や町営
住宅の整備などの企業誘致・人口増対策による税収の確保に努めるとともに、第４次行政改革実施計画に基づき事務事業
の見直しや、職員の定員管理等の適正化を進めていく。

「経常収支比率」：公立保育所国庫補助負担金の一般財源化と施設運営費の増額により、人件費、物件費の経常収支比率
は増加しているが、公債費は増加していない。今後は、事務・事業の見直しや指定管理者制度に伴う民間委託を推進し、経
費の削減に努めていく。また、補助費等のうち各種団体への補助金については、平成16年度から21年度にかけて、毎年、対
前年度３％以上の削減を行っていく。

「人口１人当たり人件費・物件費等決算額」：単独で消防本部及び消防署を設置しているほか、学校給食の自校炊事、６箇
所の公立保育所を運営していることから人件費、物件費が、類似団体より多くなっている。今後は、広域消防の導入や保育
所の民営化、学校給食のセンター化などを検討し、人件費・物件費の節減に努める。

「ラスパイレス指数」：類似団体とほぼ同じレベル。今後も同レベルで推移するよう努める。

「人口一人当たり地方債残高」：類似団体より上回っているが、ピークが平成10年度の１人当たり474,460円であり、その後は
低下してきている。また。全国市町村平均や富山県市町村平均を下回っている。今後とも新規発行の抑制に努めていく。

「実質公債費比率」：病院・下水道事業の起債負担が大きくなっており、今後更に上昇する予定。平成20年2月に公債費負担
適正化計画を策定し、今後、起債の発行を抑制しながら、平成26年度までに計画的に18％以下にする計画である。

「人口1,000人当たり職員数」：類似団体との比較において、清掃業務等の民間委託や消防業務の広域化などの要因から、実
職員数での単純比較ではなく、修正値を用いて比較した場合には、類似平均値を下回っており、今後も定員管理計画に基づ
き、保育所の民間委託等を進め、集中改革プランにおける職員数削減の目標達成を図っていく。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 立山町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

28,272
307.31

10,309,774
10,037,967

242,184

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.47]

類似団体内順位

[ 125/153 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.25

1.90

0.69

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.47

立山町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [85.9%]

類似団体内順位

[ 46/153 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

105.0

70.2

88.1
85.9

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [116,974円]

類似団体内順位

[ 113/153 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

240,942

68,905

104,138
116,974

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.2]

類似団体内順位

[ 112/153 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

103.0

80.8

95.6

98.2

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.80人]

類似団体内順位

[ 134/153 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

19.51

4.09

7.08

9.80

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.8%]

類似団体内順位

[ 122/153 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.5

0.4

13.3

17.8

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [419,835円]

類似団体内順位

[ 111/153 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,435,040

117,659

333,038
419,835

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

立山町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
○財政力指数･･･　ここ３年間連続して上昇しているが、依然として類似団体平均を大きく下回っている。今後も定員適正化計画に基
づく職員数の削減や事務事業の見直しにより歳出の削減を図るとともに、独自の助成金制度による企業誘致を展開し、安定した歳入
の確保に努める。また、自主財源の確保のため町税の徴収率向上に向けた取り組みをさらに強化する。

○経常収支比率･･･　定率減税の縮減による個人町民税や業績回復による法人町民税の伸びなどにより、経常収支比率が対前年度
比４．１％減となったため、類似団体平均を下回っている。今後も経常一般財源の確保に努めるとともに、行財政改革工程表に基づ
いた事務事業の徹底した見直しや人件費の削減などを進めていく。

○実質公債費比率･･･　高金利の償還が順次終了してきていることから、公債費負担比率・起債制限比率は減少傾向にあるが、公共
下水道事業等一部事務組合が起こした起債に対する元利償還金への町負担金が増加しており、類似団体平均を上回っている。今
後も町負担金が増加すると見込まれることから、新規借入については事業を厳選し、水準の抑制に努める。

○人口一人当たりの地方債現在高･･･　類似団体平均を上回る状況が続いているが、高金利の償還が順次終了してきており、償還
のピークは過ぎている。今後も新規発行の抑制に努める。

○ラスパイレス指数･･･　定員適正化計画に基づく定員管理を平成１７年度より実行している。管理職手当、特殊勤務手当についても見
直しを図っており、今後も引き続き特殊勤務手当の見直しや民間への施設管理運営委託を進める。なお、平成１９年度より２年間管理
職員の給料を３％カットしている。

○人口1000人当たり職員数･･･　町の生活圏が広域に渡っていることにより、類似団体と比較すると施設を多く配置しなければならない
こと等が要因となり、類似団体平均を上回っている。今後は更なる民間委託の推進や事務事業の見直しによる効率化を図るとともに、
定員適正化計画（平成１７年度から平成２２年度までの６年間で、平成１６年度比１１％減となる３４名の削減を予定）に基づく定員管理
を推進していく。

○人口１人当たり人件費・物件費等･･･　生活圏が広いため、人口に対しての保育所・小学校等の施設数が多く、それに伴う人件費や
維持修繕費が類似団体に比べ高くなっていることから、類似団体平均水準を上回っている。今後も保育所の公設民営化など、施設の
管理運営委託を一層推進し、コストの低減を図っていく。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 入善町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

27,934
71.29

10,602,134
10,159,003

373,207

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.53]

類似団体内順位

[ 30/44 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.23

1.76

0.80

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.53

入善町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [81.1%]

類似団体内順位

[ 17/44 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

99.7

64.3

81.7 81.1

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [111,285円]

類似団体内順位

[ 22/44 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

210,232

71,968

112,089 111,285

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.3]

類似団体内順位

[ 27/44 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.3

87.1

93.9
94.3

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [8.91人]

類似団体内順位

[ 29/44 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

18.00

16.00

14.00

12.00

10.00

8.00

6.00

4.00

15.05

5.46

8.06

8.91

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [15.0%]

類似団体内順位

[ 26/44 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

29.4

3.9

12.7
15.0

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [416,202円]

類似団体内順位

[ 31/44 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,255,755

89,470

310,791
416,202

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

入善町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
[財政力指数]
人口の減少、全国平均を上回る高齢化比率（18年26.6％）などにより、0.53と類似団体平均を下回っているが、定員管理計
画に伴う適正な定員管理による人員の削減（５年間で12.3％減）などの経常経費の圧縮や主要施策へ財源の重点配分、さら
には自主財源の確保に向けた企業立地の推進に努めることで財政の健全化を図る。
[経常収支比率]
類似団体平均を若干下回っているが、今後も行財政改革大綱などに基づいた計画的な職員採用による人件費の抑制（５年
間で37人減）やすべての事務事業（全264事業549項目）の見直しにより経常経費の削減に努める。
[人口１人当たり人件費・物件費等決算額]
人口１人当たり決算額は類似団体平均を若干下回っており、要因としては退職不補充などによる人件費の圧縮と形状的な
委託料や使用料賃借料の見直しによる物件費の抑制によるものである。今後も行政サービスを低下させること無く、行政事
務にかかる物件費及び人件費の抑制に努める。
[ラスパイレス指数]
国に準じた諸手当の見直しなどを行っているほか、17年度には退職一年前特別昇給の廃止などさらなる見直しを行った。今
後も継続した見直しを行い、現在、類似団体平均を若干上回っている数値の引き下げを図る。

[人口１人当たり地方債現在高]
地方債残高は前年比増となっており、同時に人口減により１人当たり地方債現在高は増となっている。平成19年度において大
型事業の施行などにより発行債の一端の増が見込まれるが、重点的な配分を行い、計画的な地方債発行により類似団体平
均の水準となるよう努める。
[実質公債費比率]
類似団体平均を若干上回っており、普通建設事業費に係る起債の償還等に伴う増要因はあるが、今後事務事業の見直しによ
る効率的事業選択及び他会計の健全運営に伴う基準内繰出金の徹底などによって、平成19年度をピークに減少に転ずるもの
と見込まれる。
[人口1,000人当たり職員数]
類似団体平均を上回っているが、平成16年から平成26年までに職員数61人減（△20.3％）を目標とする第三次入善町職員定
員管理計画に基づく職員の採用計画により、定員管理の適正度を類似団体平均水準にまでになるよう努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

富山県 朝日町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

14,966
226.32

6,813,716
6,272,183

431,687

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.40]

類似団体内順位

[ 42/69 ]

全国市町村平均

0.53
富山県市町村平均

0.57

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.16

1.62

0.59

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.40

朝日町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [84.9%]

類似団体内順位

[ 15/69 ]

全国市町村平均

90.3
富山県市町村平均

86.7

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

106.5

61.2

88.6
84.9

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [136,688円]

類似団体内順位

[ 36/69 ]

全国市町村平均

116,701
富山県市町村平均

117,376

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

362,452

90,213

139,240 136,688

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [90.7]

類似団体内順位

[ 16/69 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

100.9

79.9

93.3
90.7

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [12.09人]

類似団体内順位

[ 51/69 ]

全国市町村平均

7.82
富山県市町村平均

8.75

(人)

40.00

30.00

20.00

10.00

0.00

27.70

5.82

9.90
12.09

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.6%]

類似団体内順位

[ 49/69 ]

全国市町村平均

15.1
富山県市町村平均

15.9

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

28.5

2.5

13.8

17.6

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [448,469円]

類似団体内順位

[ 39/69 ]

全国市町村平均

456,703
富山県市町村平均

502,624

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,556,667

50,616

442,637 448,469

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

朝日町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数：人口減少、高齢化等により法人・個人町民税の減が影響し、0.40と類似団体の平均を下回っている。企業誘
致や定住化を促進しつつ、徴収の強化を図り、町税等自主財源の確保に努め、財政基盤の強化を図る。

経常収支比率：84.9％で類似団体の平均を下回っているが、今後扶助費等の増加が見込まれることから、定員管理の徹
底や新たな起債の抑制等により現行の水準を維持していく。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：137千円で類似団体の平均とほぼ同水準であり、今後も定員管理の徹底、指定
管理者制度の活用等により現行の水準を維持していく。

ラスパイレス指数：従来からの給与体系により類似団体の平均を下回っており、今後とも給与の適正化に努めていく。

人口１人当り地方債現在高：448千円で類似団体の平均とほぼ同水準であるが、新規発行を極力抑制し現在高の逓減に努
めていく。

実質公債費比率：17.6％で類似団体の平均を上回っている。これは公営企業会計への繰出金が多額であることと、債務負
担行為に基づく支出が多額なためである。今後は、地方債の新規発行の抑制や繰上償還、資本費平準化債の活用等によ
り適正な水準を維持していく。

人口1,000人当たり職員数：12.09人であり類似団体の平均を上回っている。施設管理の臨時職員の配置や退職者の不補充
などにより従来から職員数の削減を行っているが、今後とも定員管理の適正化に努めていく。


	富山市
	高岡市
	魚津市
	氷見市
	滑川市
	黒部市
	砺波市
	小矢部市
	南砺市
	射水市
	舟橋村
	上市町
	立山町
	入善町
	朝日町



